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 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Katsuhisa Kobayashi Assistant Manager,

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Kansai Branch, West

Nippon Expressway Company Limited 1
13, Iwakura‑cho, Ibaraki City, Osaka Pre‑

fecture 5670871 Japan TEL 066344
9241

入札公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札に付します。なお、本
業務の契約締結は、当該業務に係る平成30年度予
算の執行が可能となっていることを条件としま
す。
平成 30 年２月 14 日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役
関東甲信工事局長 竹津 英二

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 14
〇関甲工公告第８号
１ 役務概要
 品目分類番号 42
 役務件名 中部地区地質調査17
 役務内容 本役務は、長野県南木曽町、阿
智村の発生土置き場候補地、工事用道路等の
地質工学的な基礎資料及び土構造物の安定計
算等基礎資料を得るために地質調査を行うも
のである。
 履行期間 23箇月間
２ 指名されるために必要な要件 指名される者
は、次のからまでの条件を満たしている入
札参加者とする。ただし、条件を満たしている
入札参加者が多数のときは、の「当該業務に
おける技術的適性」の評価結果を基に指名され
ないことがある。
 入札参加者に要求される資格
ア 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構契約事務規程（平成15年10月機構規
程第78号）第４条又は第５条の規定に該当
しない者であること。

イ 「平成29・30年度役務競争参加資格確認
者」のうち、独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構（以下「当機構」という。）
関東甲信工事局において、「地質調査」に係
る競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
当機構関東甲信工事局が別に定める手続に
基づく競争参加資格の再認定を受けている
こと。）。
ウ 当機構関東甲信工事局長から独立行政法
人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の工事
等請負契約に係る指名停止等措置要綱（平
成15年10月機構規程第83号）に基づく指名
停止を受けている期間中でないこと。
エ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
当機構公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
オ 当該業種区分における前年度の当機構の
作業成績が、平均で60点未満でないこと。

 入札参加者を選定するための基準 競争参
加者の指名基準について（平成15年10月１日
付け経会第24号・鉄業契第７号通達）に定め
る指名基準による。なお、同基準中の「当該
業務における技術的適性」については、地質
調査業者登録規程（昭和52年４月15日建設省
告示第718号）に基づく登録状況、保有する
技術職員の状況、役務の実績並びに配置予定
の技術者の資格、役務の経験及び手持ち業務
等を勘案するものとする。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。

３ 入札手続等
 担当局 〒2220033 神奈川県横浜市港北
区新横浜２丁目５番地11（金子第１ビル）
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機
構 関東甲信工事局 契約課 契約係 電話
0454755560 ＦＡＸ0454755507 電
子メールアドレスkeiyaku.knk@jrtt.go.jp

 競争参加資格の申請の時期及び場所 上記
２イに掲げる競争参加資格の認定に係る申
請は、当機構関東甲信工事局契約課において、
随時受け付ける。
 入札説明書の交付方法、期間及び場所 入
札説明書は、当機構のホームページからダウ
ンロードするものとする。また、別冊資料は、
以下の交付場所で交付する。
ア 交付方法
 入札説明書は、当機構のホームページ
の「調達情報／入札公告等・入札見積結
果（役務）」で入手可能。アドレス
http://www.jrtt.go.jp

 別冊資料は、下記交付場所で紙により
交付する。なお、別冊資料の交付を希望
する者は、あらかじめ発注者に電話連絡
のうえ、所定の手続きをすること。

イ 交付期間 平成30年２月14日（水）から
平成30年３月28日（水）までの休日（行政
機関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条第１項に規定する行政機関の
休日。以下同じ。）を除く毎日、午前10時か
ら午後４時まで。
ウ 交付場所 に同じ。
 参加表明書を提出できる者の範囲 平成30
年１月16日において、２イに掲げる競争参
加資格の認定を受けていない者とする。

 入札価格内訳書の提出 第１回の入札に際
しては、入札書に記載される金額に対応した
入札価格内訳書を提出すること。入札価格内
訳書は、表封筒と入札書を入れた中封筒の間
に入れて、表封筒及び中封筒に各々封緘して
郵送又は持参すること。なお、提出された入
札価格内訳書は、入札書提出期限後直ちに確
認するとともに、必要に応じて公正取引委員
会に提出する場合がある。
 入札の執行回数 入札の執行回数は、原則
として２回を限度とする。
 入札の辞退 入札参加者は、入札書を提出
するまではいつでも入札を辞退することがで
きる。ただし、辞退者に対し詳細な辞退理由
書及びその裏付けとなる客観的な資料の提出
並びにその内容について説明を求める場合が
あるので、その場合は、辞退者はこれを拒否
することができないものとし、拒否した場合
は不誠実な行為とみなして指名停止等の措置
を行うことがある。なお、入札を辞退した者
は、これを理由として以降の指名等において
不利益を受けることはない。

 参加表明書の提出方法、期間及び場所 参
加表明書は、提出場所へ持参、郵送（書留郵
便等の配達記録が残るもの（以下「書留等」
という。）に限る。）、電送又は電子メールによ
り行うこと（電送又は電子メールによる場合
には、着信を確認すること。）なお、提出書類
は、表紙を１頁とした通し番号を付するとと
もに全頁数表示すること。（頁の例 １／10～
10／10）
ア 提出期間
 郵送、電送又は電子メールによる提出
期間 平成30年２月14日（水）から平成
30年２月26日（月）までの休日を除く毎
日、午前10時から午後４時まで。
 持参による提出期間 平成30年２月14
日（水）から平成30年２月26日（月）ま
での休日を除く毎日、午前10時から午後
４時まで。

イ 提出場所に同じ。

 競争参加者の決定等 ２による審査後、当
機構関東甲信工事局長が適当であると判断し
た応募者を競争参加者として決定する。なお、
競争参加者として決定した者に対しては、指
名通知書を交付する。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
ア 入札書の提出方法 入札書は、持参又は
郵送（配達証明郵便に限る。）により提出す
ること。
イ 入札及び開札の日時、場所
 持参の場合は、平成30年３月28日（水）
午前10時までに当機構関東甲信工事局契
約課契約係に提出すること。
 郵送による入札書の提出期限は、平成
30年３月28日（水）午前10時（郵送によ
る入札書の提出場所は、当機構関東甲信
工事局契約課）
 開札は、平成30年３月30日（金）午前
10時、当機構関東甲信工事局入札室にて
行う。
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